
７ 保健医療サービスの推進２（精神保健） 

精神障がい者及び地域において様々な精神的危機にある者に対し援助活動を行い，精神障が

い者の早期発見・早期治療に資するとともに，社会復帰の促進及び地域住民の精神的健康の保

持増進を図る。また，精神障がいに対する適正な医療の確保を図り，地域移行・地域定着を促

進するため相談指導事業を実施するとともに，精神障がい者に対する正しい知識と理解が得ら

れるよう普及啓発活動を推進する。 

 

（１） 精神保健知識の普及・啓発 

【事業の目的・内容】 

根 拠 法 令 等 主管課・グループ 

精神保健福祉法第４６条 保健予防課保健対策グループ 

《実 績》 

① こころの健康づくり講座と広報紙掲載 

（平成8年度開始 平成29年度予算：382千円 市単独） 

精神保健に関する情報を広報紙に掲載し，精神保健に関する正しい知識の普及啓発を図

ることにより，地域住民の精神障がい者に対する差別や偏見を軽減するために実施してい

る。また，精神科医師等が広報紙に執筆したテーマで講話をしており，テーマは，統合失

調症，うつ病，アルコール等であった。 

事業実施状況 

 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度

掲載回数(回) ５ ４ ４ ３ ３

講座回数(回) ５ ４ ４ ３ ３

参加者数(人) １９３ １５１ １５６ ８０ １７８

  

② 地区組織等健康教育 

精神保健について正しく理解してもらうため，地区組織（民生委員等）を対象に健康教 

育を実施している。 

  事業実施状況               （ ）内は出前福祉講座再掲 

 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度

実施回数(回) １７（１０）  １９（９） １５（９） ２９（２１） ２５（２０）

参加者数(人) 
６５３ 

（２５８） 

６４４ 

（２５９）

６２９ 

（４００）

７８２ 

（５２４） 

８７３ 

（６１０）

 

③ アルコールに関する健康教育 （平成20年度開始 平成29年度予算：109千円 市単独） 

平成１６年度から，未成年者の飲酒を防止することを目的に，授業の一環として小学６

年生を対象にアルコールに関する正しい知識の普及と啓発を実施。平成１８年度は,小学校

での実施に加え,地区まつり等のイベントに参加し,未成年者とその保護者を対象に飲酒防

止の正しい知識の普及・啓発を実施。平成２０年度からは，小中学校を対象に出前講座を

希望する学校を募集し，健康教育を実施している。  

また，未成年者及びその保護者に対し，未成年者の飲酒の実態やアルコールに関する正

しい知識の普及啓発の図るため，平成２５年度から小学校６年生と中学校３年生を対象に，

リーフレットを配布している。  



   ア アルコール健康教育実施状況 

 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度

小中学校で

の健康教育 

実施校(校) ７ １０ ９ ４ ８

受講児童数(人) ６２２ １，２９４ ８９８ ３７７ １，０６６

  

イ 未成年者及び保護者向け未成年者の飲酒に関するリーフレットの配布 

     公立，私立の小学校６年生，中学校３年生に対して約10,000部を配布 

 

④ 若者のこころの健康に関する教育 （平成28年度開始） 

平成２８年度から，自殺予防及び若者のこころの健康の保持増進を図るため，ストレス

との上手な付き合い方や適切な対処の方法，こころの病気についての正しい知識の啓発を

行うとともに，家族や友人，教員といった周囲の人や相談機関等へ援助を求める能力を養

うことを目的として，高校，大学，専門学校等を対象に，出前講座を希望する学校を募集

し健康教育を実施している。また，大学，専門学校等の１年生を対象に，若者のこころの

健康に関するリーフレットを配布している。 

   ア こころの健康教育出前講座実施状況 

 平成28年度 

実施校(校) ６ 

受講児童数(人) ３６２ 

  

イ 若者のこころの健康に関するリーフレットの配布 

  大学，専門学校等の1年生を対象に約4,000部を配布 

 

（２） 精神保健福祉相談          

【事業の目的・内容】 

精神障がいなどに関する不安や悩みなどの相談及び家族への知識の普及啓発を図り，理

解を深めることを目的として事業を実施している。 

根 拠 法 令 等 主管課・グループ 

精神保健福祉法第４７条 

保健所及び市町村における精神保健福祉業務運営要領 
保健予防課保健対策グループ 

 

《実 績》 

① 精神保健援助対象者の状況 

ア 援助者の状況（実人員）                ※ 年度内に援助した者 

 
H24 年度 H25 年度 H26 年度 H27 年度 H28 年度 

新規 継続 新規 継続 新規 継続 新規 継続 新規 継続

援助を求めてきたもの 206 183 253 160 223 164 245 157 179 214

援助を必要と認めたもの 27 31 20 30 11 30 6 25 31 25

小計 233 214 273 190 234 194 251 182 210 239

合計 447 463 428 433 449 

 

 



イ 問題内容別状況（主訴による分類）             （ ）内は新規再掲 

主 訴 分 類 人数 主 訴 分 類 人数 

精神障がいに基づくもの 261 (153) 発達・発育上の問題 6 (2)

 精神障がいの疑い 60 (50) 不登校 1 (0)

 精神障がいへの対応 183 (96) 不登校以外の学校生活問題 0 (0)

 精神障がいのリハビリ 14 (3) 非行・反社会的行動 0 (0)

 年金・手帳等 4 (4) 虐待問題 1 (0)

神経症的悩み 156 (44) 職場・仕事に関する悩み 0 (0)

 不安・こだわりの訴え 111 (20) 家庭・家族の問題 6 (0)

 抑うつ・落ち込みの訴え 20 (15) 性の問題 0 (0)

 生き方・性格・対人関係 25 (9) 老人問題 0 (0)

嗜好の問題 18 (11) その他 0 (0)

 アルコール相談 15 (8) (再掲)ひきこもりに関するもの 0 (0)

 薬物依存 0 (0) 合     計 449 (210)

 食行動 0 (0)

 その他 3 (3)  

 

ウ 診断分類別状況（病名による分類）             （ ）内は新規再掲 

診 断 分 類 人数 診 断 分 類 人数 

１症状性を含む器質性精神障がい  15 (10) ５神経性障がい･ｽﾄﾚｽ関連障がい等 30 (6)

 

 認知症 7 (5)

 

 恐怖症性不安障がい 5 (2)

 せん妄 0 (0)  全般性不安障がい 6 (0)

 てんかん 3 (2)  強迫性障がい（強迫神経症） 8 (2)

 その他 5 (3) 解離性・転換性障がい（ﾋｽﾃﾘｰ） 4 (1)

２精神作用物質使用による精神･行動の障が

い 
29 (14)  身体表現性障がい（心身症） 1 (0)

 

 急性中毒 0 (0)  その他 6 (1)

 依存症候群 27 (14)
６生理的障がい･身体的要因に関連した行動

症候群 
0 (0)

精神病性障がい 1 (0) 摂食障がい 0 (0)

その他 1 (0) 睡眠障がい（非器質性） 0 (0)

３統合失調症･統合失調型障がい･妄想性障

がい 
136 (54) 性機能不全 0 (0)

 

統合失調症 122 (48) その他 0 (0)

統合失調症型障がい 3 (2) ７成人の人格・行動の障がい 16 (6)

妄想性障がい 9 (3) 特定の人格 14 (5)

心因反応 1 (0) 習慣・行動の障がい 1 (0)

その他 1 (1) 性同一性障がい 0 (0)

４気分（感情）障がい 83 (41) その他 1 (1)

 

躁病（躁状態） 0 (0) ８精神遅滞 13 (2)

うつ病（うつ状態） 70 (36) ９心理的発達の障がい 20 (11)

躁うつ病（双極性感情障が

い） 
11 (5)

10小児期･青年期に通常発症する行動･情緒

の障がい 
2 (0)

その他 2 (0) 11精神障がいのﾚﾍﾞﾙに該当しない 3 (3)

   12不明・保留 100 (63)

   合    計 449 (210)

 



②  電話・面接・家庭訪問状況 〔精神保健福祉相談（こころの健康相談）は除く〕 

    保健師等による年度別電話・面接・家庭訪問状況             （件） 

区 分 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度

電 話 ３，０６０ ３，３８９ ３，４０７ ３，０８１ ３，７４１

面 接 ７０８ ７６３ ６３１ ５０６ ４９５

家庭訪問 ４４４ ５１３ ４６９ ４４３ ４５９

合 計 ４，２１２ ４，６６５ ４，５０７ ４，０３０ ４，６９５

※ 面接には毎日相談を含む。 

 

③  精神保健福祉相談（こころの健康相談） 

（平成8年度開始 平成29年度予算：996千円 市単独） 

原則毎月第２・４水曜日（13：30～16：00）予約制 

精神障がい等に関する不安や悩み等の相談及び家族の知識の普及を図り，理解を深める

ために，医師会の精神科医師及び精神保健福祉士による相談を実施している。 

事業実施状況 

 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度

実施回数(回) ２４ ２４ ２２ ２２ ２１

相談者数（人） ７８ ７０ ６９ ６２ ５０

 

（３） アルコール関連相談事業の実施 （平成8年度開始 平成29年度予算：100千円 市単独） 

【事業の目的・内容】 

   アルコール関連問題について，断酒会をとおして，アルコール問題に関する相談事業

を実施するとともに，適正飲酒やアルコール関連問題の正しい知識の普及啓発を図る。 

また，こころの健康を考える会において，アルコールを含む嗜癖問題で悩んだり，生

きづらさを感じている市民が，心の安定を得て，成長・回復するための一助とすること

を目的にミーティングを行う。 

 

根 拠 法 令 等 主管課・グループ 

精神保健福祉法第４６条 保健予防課保健対策グループ 

 

《実 績》 

ア  断酒会による相談事業  ※市内4か所で実施 

 H24年度 H25年度 H26年度 H27年度 H28年度 

相談会開催数 12回×4か所 12回×4か所 12回×4ヶ所 12回×4ヶ所 12回×4ヶ所

相談件数(件) １８７ １８２ １３５ ９８ １０３

イ こころの健康を考える会  ※毎月第４金曜（14:30～16:00）に実施 

 

 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度

ﾐｰﾃｨﾝｸﾞ回数(回) １２ １２ １２ １２ １２

参加者数(人) １９ ２３ ２５ ２０ １１



 

（４）精神保健福祉受理会議の開催                   （平成8年度開始） 

【事業の目的・内容】 

事例の共有，面接技術の習得・援助方針の見直しを行う。 

根 拠 法 令 等 主管課・グループ 

精神保健福祉法第４７条 

保健所及び市町村における精神保健福祉業務運営要領 
保健予防課保健対策グループ

《実 績》 

開催状況 アドバイザー出席により毎月第１金曜（9：30～12：00）及び保健師等で随時 

 
平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度

実施回数（回） １７（１１） １６（１１） １７（１１） １７（１１） ２１（１１）

受理件数（件） ２３３ ２７３ ２３４ ２５１ ２１０

※実施回数の（ ）はアドバイザー出席の再掲 

 

（５）事例検討会の実施                        （平成8年度開始） 

【事業の目的・内容】 ※随時 

処遇困難なケースに対し，より良い援助を実施するための援助計画について検討する。 

根 拠 法 令 等 主管課・グループ 

精神保健福祉法第４７条 

保健所及び市町村における精神保健福祉業務運営要領 
保健予防課保健対策グループ

《実 績》 

 開催状況                             ※ 随時開催 

 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度

実施回数(回) ５５ ６８ ７４ ６８ ９６

実施件数(件) ２８８ ３１２ ２７９ ２６９ ５２３

出席者数(人) ３７８ ４３８ ４５７ ６０２ ５９２

 

（６） 自殺予防・こころの健康づくり対策事業 

（平成17年度開始 平成28年度予算：3,757千円  

うち1,822千円 一部県 自殺対策強化交付金） 

  【事業の目的・内容】 

自殺者数は，全国同様高い水準で推移していることから，自殺対策を総合的に推進し，

自殺の防止を図るとともに市民が健康で生きがいをもった生活をできるよう支援する。 

平成２３年度より，栃木県地域自殺対策緊急強化事業費補助金(10/10)を活用し実施。平成

２７年度より，栃木県地域自殺対策強化交付金となり，事業の内容・対象に応じて補助率

が変更となる。 

根 拠 法 令 等 主管課・グループ 

自殺対策基本法，自殺総合対策大綱， 

精神保健福祉法第４６条，第４７条 
保健予防課保健対策グループ 

           



《実 績》 

平成１７年度 【連絡会議】          開催回数１回 参加者：２４人 
【対策会議】          開催回数１回 参加者：２４人 

平成１８年度 【対策会議】          開催回数３回 参加者：７９人 

平成１９年度 【連絡会議】        開催回数４回 参加者：６９人 
【ワーキング会議（研修会含）】開催回数４回   ：４８人 
【ネットワーク会議】     開催回数３回 参加者：３９人 
【自殺対策講演会(県と共催)】開催回数１回 参加者：２００人 
【こころの健康づくり意識調査】 

 (20～60歳代の男女4,000人に調査票発送。 回収率45％) 
予防週間キャンペーン事業（メッセージ入りティッシュの配布） 

平成２０年度 【連絡会議】               開催回数２回 参加者：４５人 
【ネットワーク会議】         開催回数３回 参加者：６１人 
【うつスクリーニング事業】(50歳男性 3,205人に郵送 回収率37.8％) 
【自殺対策講演会(県と共催)】 開催回数２回 参加者：６００人 
【予防週間キャンペーン事業】（メッセージ入りティッシュの配布） 

平成２１年度 【ネットワーク会議】            開催回数２回 
【うつスクリーニング事業】(50歳男性 3,215人に郵送 回収率37.6％) 
【相談窓口従事者説明会・研修会】開催回数１回 参加者：３０人 
【自殺対策講演会･自殺対策フォーラム(県と共催)】 

 開催回数２回 参加者：４００人 
【予防週間キャンペーン事業】 
（ティッシュの配布・庁内放送・広報うつのみや掲載等） 

【うつ予防教室】       ３回１コース 参加者：延べ１１人 

平成２２年度 【ネットワーク会議】            開催回数２回 
【うつスクリーニング事業】(50歳男性 3,062人に郵送 回収率30.9％） 
                   ２４時間電話相談（前期9/10～9/30，後期11/15 

～12/31）面接相談（12/18，1/15の2日） 
【相談窓口従事者説明会・研修会】  開催回数１回 参加者：３２人 
【自殺対策講演会(県と共催，自殺対策演劇H22.7.31)】 

開催回数１回 参加者：４００人 
自殺対策フォーラムは東日本大震災のため中止 

【自殺予防週間・自殺対策強化月間の啓発】 
(ＪＲ宇都宮駅街頭キャンペーン大島敦副大臣（自殺対策タスクフォース
構成員等）が参加，ティッシュの配布・庁内放送・広報うつのみや掲載等
) 
普及啓発 相談窓口一覧のリーフレット配布 

【うつ予防教室】       ３回１コース 参加者：延べ４０人 

平成２３年度 【ネットワーク会議】            開催回数２回 
【庁内連絡会議】             開催回数１回 
【うつスクリーニング事業】（50歳男性 2,999人に郵送 回収率30.8％） 

２４時間電話相談（前期9/10～12/31） 
【相談窓口従事者説明会・研修会】 開催回数１回 参加者：２４人 
【ゲートキーパー研修会】         開催回数１回 参加者：９１人 
【自殺対策講演会(県と共催)】     開催回数１回 参加者：２００人 
【自殺予防週間・自殺対策強化月間の啓発】 
(ＪＲ宇都宮駅街頭キャンペーンティッシュの配布・パネル展・庁内放送・
広報うつのみや，フリーペーパー掲載等) 
普及啓発   バス広告・横断幕,のぼり旗設置・自殺予防ガイドブック 

全戸配布（12月）・相談窓口一覧のファイル配布 
【家族のためのうつ病教室】   ３回１コース 参加者：延べ３２人 

平成２４年度 【ネットワーク会議】           開催回数２回 
【庁内連絡会議】               開催回数１回 
【うつスクリーニング事業】（50歳男性3,196人に郵送 回収率 25.0％） 

２４時間電話相談（前期9/10～12/31） 
【こころの健康づくり・自殺に関する意識調査】 

（20～60歳代市民4,000人に郵送 回収率36.5％） 
【相談窓口従事者説明会・研修会】開催回数１回 参加者：３５人 



【保健福祉部内 気づきの研修会 開催回数１回 参加者：４４人 
【ゲートキーパー研修会】       開催回数２回 参加者：２５７人 
【自殺対策講演会(県と共催)】   開催回数１回 参加者：１７４人 
【自殺予防週間・自殺対策強化月間の啓発】 
(ＪＲ宇都宮駅街頭キャンペーンティッシュの配布・パネル展・庁内放送・
広報うつのみや，フリーペーパー掲載等) 
普及啓発 内科診療所等３３８か所への啓発用ポスターの配布 

相談窓口一覧のファイル配布 
【家族のためのうつ病教室】  ３回１コース 参加者：延べ２３名 

平成２５年度 【庁内連絡会議】   開催回数１回 
【ネットワーク会議】 開催回数２回 
【うつスクリーニング事業】（50歳男性3,400人に郵送 回収率 24.0％） 

２４時間電話相談（9/1～1/31） 
相談者数３３人、相談件数延べ５２件 

【相談窓口連携事業説明会・研修会】 
開催回数１回 参加者：４８人 

【ゲートキーパー研修会】   開催回数３回 参加者：１８３人 
【自殺対策講演会(県と共催)】 開催回数１回 参加者：１３７人 
【救急病院における自殺企図対応状況調査】 

市内救急医療機関１か所へ委託し,救急搬送された患者のうち,自殺企図
を行った者に対し,基礎調査及び面接調査を実施。 

≪基礎調査 ８２件，面接調査 ６件≫ 
【自殺予防週間・自殺対策強化月間の啓発】 
〔予防週間〕・ろまんちっく村街頭キャンペーン 

・市民ホールでパネル展示・啓発物品配布,庁内放送,広報紙 
に記事掲載 

〔自殺対策強化月間〕 
・市民ホールでパネル展示・啓発物品配布,庁内放送,広報誌に記

事掲載,市内小中学校への啓発物品の配布 
普及啓発・栃木理容生活衛生同業組合宇都宮支部の店舗における啓発 

物品の配布 
【うつ病教室】・２コース（平日１日，休日１日）参加者：延べ６９人 

平成２６年度 【庁内連絡会議】    開催回数１回 
【ネットワーク会議】  開催回数１回 
【うつスクリーニング事業（うつ啓発・相談事業）】 

５０歳男性のこころの健康に関する情報をまとめた情報誌を送付。併せて
９月～３月まで２４時間なんでも相談を実施 

２４時間電話相談 相談件数１１７件 
【相談窓口連携事業説明会・研修会（対象者：相談窓口従事者職員）】 

開催回数１回 参加者：３０人 
講師 栃木県自殺対策連絡協議会 衛藤進吉氏 

【ゲートキーパー研修会】開催回数３回 参加者：１１２人 
① 対象：教職員等 

講師：新潟県立大学人間生活学部子ども学科 勝又陽太郎氏 
参加者：１５人 

② 対象：地域包括支援センター職員等 
講師：成仁病院 顧問 春日武彦氏 
参加者：５１人 

③ 対象：民生委員・児童委員等 
講師：岩手医科大学医学部災害地域精神医学講座 赤平美津子氏 
参加者：４６人 

【救急病院における自殺企図対応状況調査】 
市内救急医療機関１か所へ委託し,救急搬送された患者のうち,自殺企図

を行った者に対し,基礎調査及び面接調査を実施。 
≪基礎調査 １４０件，面接調査 １２件≫ 

【自殺対策講演会(県と共催)】 開催回数１回 参加者：３１６人 
主催：栃木県・栃木県自殺対策連絡協議会・（財）栃木県精神衛生協会・

宇都宮市 



内容：講演会「うつ病時代をイキイキ生きる～どくとるマンボウ家のてん
やわんや～」 

講師：エッセイスト 齋藤由香氏 
【自殺予防週間・自殺対策強化月間の啓発】 
〔予防週間〕・ＪＲ宇都宮駅街頭キャンペーン 

・市民ホールでパネル展示・啓発物品配布,庁内放送,広報誌に
記事掲載 

〔自殺対策強化月間〕 
・市民ホールでパネル展示・啓発物品配布,庁内放送,広報誌に記

事掲載,市内小中学校への啓発物品の配布 
普及啓発・栃木理容生活衛生同業組合宇都宮支部の店舗における啓発 

物品（ステッカー・クリアファイル）の配布 
【うつ病教室】・２コース（平日１日，休日１日）参加者：延べ５３人 

平成２７年度 【庁内連絡会議】   開催回数１回 
【ネットワーク会議】 開催回数１回 
【うつ啓発・相談事業】 

５０歳男性のこころの健康に関する情報をまとめた情報誌を送付。併せ
て９月～３月まで２４時間なんでも相談を実施 

２４時間電話相談 相談件数３９８件 
【相談窓口連携事業説明会・研修会】（対象者：相談窓口従事者職員） 

開催回数１回 参加者：２７人 
講師 栃木県自殺対策連絡協議会 衛藤進吉氏 

【ゲートキーパー研修会】 開催回数４回 参加者：２８２人 
① 対象：教職員等 

講師：四天王寺学園中学校カウンセラー 阪中 順子氏 
参加者：３０人 

② 対象:市民，民生児童委員，健康づくり推進員等 
講師: 一般社団法人 認知行動療法研修開発センター  

理事長 大野 裕 氏  
参加者:１６２人 

③ 対象：地域包括支援センター職員，居宅介護支援専門員， 
市保健師等 

  講師：医療法人宇都宮 新直井病院  
精神保健福祉士 小野崎 文雄 氏 

参加者：５５人 
④ 対象：理容生活衛生同業組合宇都宮支部 

講師：保健予防課職員 
参加者：３５人 

【自殺対策講演会(県と共催)】 開催回数１回 参加者：２５１人 
主催：栃木県・（財）栃木県精神衛生協会・宇都宮市 
内容：講演会「若者の引きこもり・自殺という選択を考える 

    ～現代社会における生きづらさとは～」 
講師：筑波大学医学医療系社会精神保健学教授 
医学博士  斎藤 環 氏 

【自殺予防週間・自殺対策強化月間の啓発】 
〔予防週間〕・市民ホールでのパネル展示・啓発物品配布,庁内放送,広報

紙に記事掲載 
〔自殺対策強化月間〕 

・宇都宮市南図書館でのパネル展示・啓発物品配布,庁内放送,
広報紙に記事掲載 

【自死遺族支援事業】 
自死遺族支援のためのマニュアル説明会 

対象：悠久の丘職員 ２５人 
：葬儀社 １５人 

  講演会及びマニュアル説明会  
   対象：行政職員・いのちの電話等関係者 ２５人  
【自殺未遂者支援事業】 

自殺未遂者のためのマニュアル作成   １，０００部 



  救急医療機関における対応カード作成     ４０部 
  自殺未遂者のためのリーフレット作成 １０，０００部 

平成２８年度 【庁内連絡会議】   開催回数１回 
【ネットワーク会議】 開催回数１回 
【うつ啓発・相談事業】 

５０歳男性のこころの健康に関する情報をまとめた情報誌を送付。併せて
９月～３月まで２４時間なんでも相談を実施 

２４時間電話相談 相談件数：１７１件 
【相談窓口連携事業説明会・研修会】（対象者：相談窓口従事者職員） 

開催回数１回 参加者：２４人 
講師 保健予防課職員 

【ゲートキーパー研修会】開催回数３回 参加者：２１８人 
① 対象：薬剤師 

講師：国立精神・神経医療研究センター 
   精神保健研究所 薬物依存研究部  
   心理社会研究室長 嶋根 卓也 氏 
参加者：１１３人 

② 対象:教職員等 
講師: 自治医科大学附属病院  

子どもの心の診療科 牧口 暁子 氏  
参加者:６３人 

③ 対象：ヘルパー等 
  講師：医療法人宇都宮 新直井病院  

精神保健福祉士 小野崎 文雄 氏 
参加者：４２人 

【自殺予防週間・自殺対策強化月間の啓発】 
〔予防週間〕・市民ホールでのパネル展示・啓発物品配布,庁内放送,広報

紙に記事掲載 
〔自殺対策強化月間〕 

・宇都宮市中央図書館ギャラリーにてパネル展示・啓発物品配
布,庁内放送,広報紙に記事掲載 

【自殺未遂者支援事業】 
自殺未遂者のための講演会及びマニュアル説明会 

講師：栃木県精神保健福祉センター所長 増茂 尚志 氏 
対象：医療機関関係者，警察・消防等関係機関 

 参加者：３１名 

 

○ 自殺者数及び本市の自殺死亡率（人口１０万対）の推移（厚生労働省 人口動態統計より） 

年度 
平成 
9年 

平成 
10年 

平成 
11年 

平成 
12年 

平成 
13年 

平成 
14年 

平成 
15年 

平成 
16年 

平成 
17年 

平成 
18年 

全国 23,494 31,755 30,413 31,251 29,375 29,949 32,109 30,247 30,553 29,921

杤木県 392 505 498 508 510 464 523 447 496 494

宇都宮 70 111 90 101 85 102 110 101 102 106

自殺率 15.9 25.1 25.1 22.8 19.1 22.8 24.5 22.3 22.3 23.1

年度 
平成 
19年 

平成 
20年 

平成 
21年 

平成 
22年 

平成 
23年 

平成 
24年 

平成 
25年 

平成 
26年 

平成 
27年 

 

全国 30,827 30,229 30,707 29,554 28,896 26,400 26,063 24,417 23,152

杤木県 528 530 549 495 479 449 444 392 379

宇都宮 118 113 144 105 106 98 102 94 82

自殺率 22.3 22.2 28.2 20.5 20.6 19.0 19.8 18.2 15.8



（７）精神障がい者への支援                     （平成8年度開始） 

【事業の目的・内容】 

回復途上にある精神障がい者が，グループワークなどを通じて能力に応じた社会適応が

できるよう，自主活動の患者会を支援する。 

根 拠 法 令 等 主管課・グループ 

精神保健福祉法第４６条 

保健所及び市町村における精神保健福祉業務運営要領
保健予防課保健対策グループ 

《実 績》毎月第１・３水曜（10：00～15：00） 

・患者会支援の状況（活動内容：花見・食事会・話し合い等） 

 平成１３年度までは患者会として事業を実施し，創作活動・旅行等の活動を行っていた

が,平成１４年度からは，ボランティアの協力を得ながら自主活動とし実施している。 

 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 

実施回数（回）  ２４ ２４ ２４ ２４ ２４
出席者数 (人) ８８ １０３ ９５ １２０ １２４

 

（８）家族への支援（平成8年度開始 平成29年度予算：366千円 

                    うち 48千円 地域生活支援事業 国1/2，県1/4) 

【事業の目的・内容】 

家族が患者についての理解を深めるとともに，家族の悩みや課題解決に向け援助を行う。 

根 拠 法 令 等 主管課・グループ 

精神保健福祉法第４６条 

保健所及び市町村における精神保健福祉業務運営要領 
保健予防課保健対策グループ

《実 績》 

① 家族会の状況  

  家族相談会及び普及啓発活動は市からの委託を受けて実施。 

家族相談会は，家族が相談員となり，原則第１木曜日と第３木曜日に保健所で実施。 

普及啓発活動は，障がい者週間及び宇都宮市民福祉の祭典（11月23日）等で実施 

 事業実施状況 

家族
相談
会 

 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度

実施回数(回) ２０ ２３ ２３ ２３ ２３

出席者数(人) ７ １８ １９ １９ １０

※ 平成２０年度から，普及啓発活動を実施している。 
※ 平成２４年度から家族会の名称を宇都宮地区精神障がい者援護会から「宇都宮精神保健

福祉会」と変更し活動。原則毎月第３木曜（13：30～15：30）に定例会を開催。活動内
容は，話し合い・施設見学・医師の講話等。 

② 家族教室の状況  ４回１コース（13：30～15：30） 

統合失調症を正しく理解し，患者とどう付き合い家族として何ができるかを４回コース 

として学習する。１回目「病気を正しく理解する」，２回目「患者との接し方」，３回目 

「生活障がいと社会資源の活用」，４回目「家族ができること」「家族会の模擬体験」の 

内容で実施。 

事業実施状況 

 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度
実施回数(回) ４ ４ ４ ４ ３

出席者数(人) ４８ ５３ ５６ ５６ ４７
※平成２０年度から家族会の模擬体験を取り入れ年５回実施に，平成２４年度から４･５

回分の内容をまとめ４回コースとして実施。平成２８年度は第１日目に午前，午後の 
２コマの内容を実施し，３日１コースとして実施。 



（９）成年後見制度市長申立  

  【事業の目的・内容】 

    精神障がい等の理由で判断能力が不十分な身寄りのない方の財産管理や身上監護によっ 

   て本人の保護を図ろうとするもので，当事者による申立が期待できない状況にあるものに 

   ついては，市長が申立し後見人を設定するための助成を行う。 

根 拠 法 令 等 主管課・グループ 

精神保健福祉法第５１条の１１の２ 保健予防課保健対策グループ 

  《実績》 

 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度

件数（件） １ ０ １ ０ １

 

（１０）警察等からの通報に関する業務の実施 

【事業の目的・内容】 

警察官等や市民からの「自身を傷つけ，又は他人に害を及ぼすおそれがある」等との通

報や申請に基づき，その状況を調査し，指定医による診察を行い，その結果入院が必要と

認めた場合，法第２９条の規定により県知事の権限で入院措置をとる。 

本市では，保健所が通報を受理し県へ連絡するとともに，知事から委託された，調査及

び指定医診察の実施，立会い，通知，告知等の業務を行っている。 

根 拠 法 令 等 主管課・グループ 

精神保健福祉法第２９条 保健予防課保健対策グループ 

 

《実 績》 

① 通報等の処理状況（平成２８年度） 

区 分 
通報等 

件 数 

夜間休日

通報件数
調 査 

措置入院不要 

措置入院緊急入院

不  要

措置入院 

不  要 

一般の申請22条 ０ ０ ０ ０ ０ ０

警察官通報23条 ９０ ７９ １１ ３８ ５ ４７

検察官通報24条 ９ ０ ９ ０ ７ ２

その他 ２３ ０ ２３ ０ ２２ １

合  計 １２２ ７９ ４３ ３８ ３４ ５０

② 通報件数と措置入院患者の状況 

区  分 22条申請件数 23条通報件数 24条通報件数 その他 
措置入院 

患 者 数 

平成24年度 １ １３４ ４ １７ ６５

平成25年度 １ １０６ ５ ３０ ６８

平成26年度 １ １４３ ５ ３０ ７３

平成27年度 ２ １３２ １４ ２５ ７３

平成28年度 ０ ９０ ９ ２３ ５０

 



（１１）医療保護入院 

【事業の目的・内容】 

  病識を有しない患者を治療につなげるため，家族等の同意と指定医の診察で本人の同意

を得ることなく入院させる。 

根 拠 法 令 等 主管課・グループ 

精神保健福祉法第３３条 保健予防課保健対策グループ 

 

《実 績》 

① 医療保護入院・応急入院・仮入院届出状況 

 平成24年度平成25年度平成26年度 平成27年度 平成28年度

医

療

保

護

入

院 

家族等の同意による入院届出数

（33条） 
４４２ ４４０ ３７６ ３５８ ４３８

扶養義務者の同意による入院

届出数（33条2項） 
１４７ １２９ ０＊ ０＊ ０

退院届出数 ４８３ ４４１ ４５９ ３２９ ４３６

応 急 入 院 届 出 数 ３ ０ ５ ２ ０

仮 入 院 届 出 数 ０ ０ ０ ０ ０

  ＊法律改正により家庭裁判所による保護者選任の手続きが不要となった。 

 

②  医療保護入院に際して市長が行う入院同意（市長同意）実施状況 

家族等がいない場合，または，これらの家族等がその義務を行うことができない精神障

がい者が精神保健指定医による診察の結果，医療保護入院の必要があると認められたとき

は，法第３３条第３項に基づく市長同意を行い，その者を入院させることができる。 

 

【入院同意書交付状況】 

平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度

２５ ４０ ４３ ４２ １４ ２２ １６

 

（１２）精神科病院の実地指導 

【事業の目的・内容】 

  精神保健福祉法の制度の適切な運用を確保し，患者の人権に資する。 

根 拠 法 令 等 主管課・グループ 

精神保健福祉法第３８条の６ 保健予防課保健対策グループ 

《実 績》 

① 市内７精神科病院の実地審査数   １９人（措置入院患者 ４人） 

② 新規措置入院患者３ヶ月経過後の実地審査数   ７人 


